利用者のために
１　調査の目的

　　賃金、労働時間及び雇用の毎月の変動を明らかにし、労働経済の分析や国民所得推計のための基礎資料を得　

　ることを目的としている。
２　調査の根拠

　　統計法（昭和22年法律第18号）に基づく「指定統計」(指定統計第7号)であり、毎月勤労統計調査規則(昭　

　和32年労働省令第15号)により調査を実施している。

３　調査の対象及び抽出方法

　　日本標準産業分類のうち、鉱業、建設業、製造業、電気･ガス･熱供給･水道業、運輸･通信業、卸売･小売業,　　　

　飲食店、金融･保険業、不動産業及びサービス業に属する産業に属し、５人以上の常用労働者を雇用する事業所　

　から抽出された約１０００事業所である。調査事業所は、平成８年に実施した事業所・企業統計調査の結果に

　基づく事業所リストを母集団として、これを産業及び規模別に層化して無作為抽出する。

　　なお、事業所規模５００人以上については全数調査となっている。
４　調査事項の定義

　(1)　現金給与額
　　所得税、社会保険料、組合費などを差し引く以前の金額のことである。

　「現金給与総額」

　　「きまって支給する現金給与」と「特別に支払われた給与」の合計金額のことである。ただし、本書では　　　　　　

　「きまって支給する給与」を「定期給与」、「特別に支払われた給与」を「特別給与」と表示する。

　「定期給与」

　　労働契約、団体協約あるいは事業所の就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法に

　よって支給される給与のことであり、「超過労働給与」を含む。

　「所定内給与」

　　「定期給与」のうち、「超過労働給与」以外の給与のことである。

　「超過労働給与」
　　所定の労働時間を超える時間の労働、休日労働、深夜労働等に対して支給される給与のことである。

　「特別給与」
　　次のいずれかに該当する給与のことである。

　　ア　あらかじめ定められた労働協約、就業規則等によらずに一時的、突発的理由に基づいて支給される給与
　　イ　あらかじめ定められた労働協約、就業規則等によって支払われた給与のうち次に該当するもの
　　　(ア)　賞与、期末手当等の一時金
　　　(イ)　３ヶ月を超える期間で算定される手当等
　　　(ウ)　支給事由の発生が不確定なもの

　　　(エ)　労働協約、就業規則等の改正によるベースアップ等が行われた場合の差額の追給分
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現金給与総額の区分

　(2)　実労働時間
　　調査期間中に、労働者が実際に労働した時間のことであり、休憩時間は除かれる。ただし、運輸関係者等の

　手待ち時間は含める。なお、本来の職務外として行われる宿日直の時間は含めない。
　「総実労働時間」

　「所定内労働時間」と「所定外労働時間」との合計のことである。
　「所定内労働時間」

　 事業所の就業規則で定められた正規の始業時間と終業時間との間の実労働時間のことである。
　「所定外労働時間」

　 早出、残業、臨時の呼び出し、休日出勤等の実労働時間のことである。

　(3)　出勤日数
　　調査期間中に労働者が実際に出勤した日数のことである。事業所に出勤しない日は、有給であっても出勤日

　数には含めないが、1日のうち1時間でも就業すれば、1出勤日とする。

　(4)　常用労働者
　「常用労働者」
　　次のいずれかに該当する労働者のことである。
　　ア　期間を定めずに、又は１ヶ月を超える期間を定めて雇われている者

　　イ　日々又は１ヶ月以内の期間を限って雇われている者のうち、前２ヶ月にそれぞれ１８日以上雇われた者
　　なお、重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けている者や、事業主の家族でその

　事業所に働いている者のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けている者も労働者としており、上の条件に

　該当すれば常用労働者に含めている。
　「パートタイム労働者」

　常用労働者のうち、次のいずれかに該当する労働者のことである。
　　ア　１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者
　　イ　１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が短い者

　(5)　労働異動率
　　入職率（離職率）は、採用（解雇、退職）、出向及び同一企業内の他の事業所からの（への）転勤等により当

　事業所に入った（を離れた）常用労働者数を前調査期間末の全常用労働者数で除し百分率化したものである。

５　結果の算定方法
　　調査結果は、県下の５人以上の常用労働者を雇用する全事業所に対応するものとして推計された数値であり、

　１人当たりの平均値として算定している。
　(1)　規模別、産業別各種平均値の推計方法
　　　結果のうち、産業別、規模別1人平均月間現金給与額、実労働時間数及び出勤日数は、調査事業所の現金

　　給与額の支払総額、延べ実労働時間数、延べ出勤日数のおのおのの合計を、前月末労働者数の合計と当月末

　　労働者数の合計との平均で除して求める。性別及び就業形態別の各種平均値の推計方法も同様である。
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　(2)　産業計及び規模計の各種平均値の推計方法
　　産業計、規模計の各種平均値は、産業、規模別の調査事業所の現金給与総額、延べ実労働時間数及び延べ出

　勤日数の各合計値(上記(1)の 
[image: image3.wmf]a

)に推計比率((2)のｒ)を乗じ、それを産業又は規模について合計した値を、

　同様にして計算した推計労働者数と当月末推計労働者数との平均で除して求める。

　　性別及び就業形態別の各種平均値の推計方法も同様である。だたし、推計比率は性別又は就業形態別に定め　

　ないため、同一産業、同一規模の男女計の推計比率を用いる。
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　(3)　推計労働者数
　　産業別及び規模別、産業計及び規模計とも調査労働者数に推計比率を乗じて求める。

　　産業別、規模別の前月末及び当月末推計労働者数＝
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　　産業計、規模計の前月末及び当月末推計労働者数＝
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　(4)　産業及び規模区分
　　上記(1)、(2)及び(3)における産業別とは、製造業及びサービス業以外の産業大分類と製造業及びサービス業の産業中分類による産業区分のことであり、規模別とは、事業所規模５００人以上、１００～４９９人、　　　　３０～９９人及び５～２９人による区分のことである。

　　また、産業計とは、調査産業計及びサービス業を除く調査産業計のことであり、規模計とは、事業所規模５

　人以上又は事業所規模３０人以上のことである。
　

(5)　賞与支給額
　　賞与支給額は、賞与を支給した事業所規模３０人以上の事業所における、常用労働者１人平均支給額として　　　　　　　　　　　　

　上記アと同様の方法で算出する。夏季賞与は６月、７月及び８月に支給されたものを対象に、年末賞与は１１　

　月、１２月及び翌年１月に支給されたものを対象とする。
　　第二種事業所(事業所規模5～29人)に係る調査においては、7月及び1月に調査区の3分の1を入れ換えるので、賞与集計の対象となるのは、残りの3分の2の調査区の事業所であるため、地方調査では事業所規模5人以上の賞与集計は行わない。

６　調査結果の利用上の注意
　(1)　調査結果から作成される指数
　　調査結果から名目賃金指数(現金給与総額、定期給与、所定内給与)、実質賃金指数(現金給与総額、定期給与)、　

　労働時間指数(総実労働時間、所定外労働時間)及び常用雇用指数を作成しているが、これらは調査結果の数値

　を比例数化するという意義を持っている。また、約３年ごとに行われる調査事業所の抽出替えによる新旧両調

　査結果のギャップを修正することにより、長期的な時系列比較を可能にしている。
　指数の算出方法
　指数(実質賃金指数を除く)＝
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基準数値

各月の調査結果の実数


　　基準数値とは、基準年における12ヶ月の実数の単純平均であり、前述のギャップ修正及び後述の基準時　　

　更新を行った場合は改訂する。

　実質賃金指数＝
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　(2)　調査事業所の抽出替えに伴う新旧両調査の接続について
　　この調査の第一種事業所(事業所規模３０人以上)に係る調査は、事業所･企業統計調査結果によって把握した　

　事業所を母集団として、おおむね３年ごとに調査事業所の抽出替えを行っており、平成１４年１月に平成８年　

　事業所･企業統計調査の結果を用いて、標本事業所の抽出替えを行った。

　　調査事業所を交替すると新旧の調査結果にギャップ(差異)が生じるため、時系列比較が可能となるように指

　数を過去に遡って修正した。しかし、実数については既に公表した調査結果の数値をそのまま使用しているの

　で、時系列比較は指数によって行う。
　　なお、前年比は指数により算出しており、実数で計算した数値と必ずしも一致しない。

　(3)　指数の基準時について

　　指数の基準時は、西暦が５で割り切れる年を基準年とし、５年ごとに改訂している。

　(4)　年平均値の算出について
　　平成元年までの実数の年平均値は、各月の数値を単純平均したものであり、平成２年からの実数の年平均値　　

　は各月の数値を加重平均したものである。
　　なお、指数及び労働異動率の年平均値は、各月の数値を単純平均したものである。
　(5)　調査産業計について
　　調査産業のうち、鉱業は調査事業所数が少ないため公表しないが、調査産業計には、実数、指数ともに含め

　ている。
　(6)　特別調査結果の掲載について
　　この年報は、事業所規模３０人以上を対象とする第一種調査と事業所規模５～２９人を対象とする第二種　

　調査の結果をまとめたものであるが、それを補完するものとして、年１回実施される事業所規模１～４人を　　

　対象とする特別調査の結果も併せて掲載した（統計表第３２表）。
　(7)　概要及び統計表利用上の注意

　　ア　概要及び統計表の中で「事業所規模５人以上」「規模５人以上」とあるのは常用労働者が５人以上の規模　　　

　　　の事業所、「事業所規模５～２９人」とあるのは常用労働者が５～２９人の事業所、「事業所規模３０人

　　　以上」「規模３０人以上」とあるのは常用労働者が３０人以上の規模の事業所のことである。

　　

イ　統計表の符号は次のとおりである。
　　　「－」…………該当数字なし、または集計事業所数が少ないため公表しない。
　　　「△」…………減  少
　　　「０」………… eq \o\ad(単位未満,　　　　　　)
　　ウ　就業形態別統計表の中で「一般」とあるのは「一般労働者」、「パート」とあるのは「パートタイム労働

　　　者」のことである。
　　エ　統計表の中で「産業大中分類」といった場合、製造業、サービス業については下記の中分類で掲載して

　　　あるが、建設業、電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、卸売・小売業，飲食店、金融・保険業、　　　　　　

　　　不動産業については大分類で掲載している。
　　　　なお、電気･ガス･熱供給･水道業は、電気･ガス･水道業と表示し、製造業の中分類及びサービス業の中分　

　　　類については下記の略称を用いて表示した。
[image: image13.wmf]A

　　　(ア)　製造業中分類
　　　　番　号　　産　業　中　分　類　　　 略　称　　　番　号　　産　業　中　分　類　　  略　称
  　　 　１２－１３ 食料品，飲料・たばこ・　食料品・　　　２２　    eq \o\ad(プラスチック製品製造業,　　　　　　　　　　　)  プラスチック 

　　　 　　　　   eq \o\ad(飼料製造業,　　　　　　　　　　) 　た ば こ　　   ２３　　  eq \o\ad(ゴム製品製造業,　　　　　　　　　　　)   eq \o\ad(ゴム製品,　　　　　　)
　　    １４　　  eq \o\ad(繊維工業,　　　　　　　　　　)    eq \o\ad(繊維工業,　　　　　　)　 ２５　    eq \o\ad(窯業・土石製品製造業,　　　　　　　　　　　)  窯 業・土 石  

　   　 １５　　  eq \o\ad(衣服・その他の,　　　　　　　　　　)    eq \o\ad(衣服,　　　　　　)　 ２６　　  eq \o\ad(鉄鋼業,　　　　　　　　　　　)   eq \o\ad(鉄鋼業,　　　　　　)　
　　　　　　　    eq \o\ad(繊維製品製造業,　　　　　　　　　　) 　　　　　　　　 ２７　　  eq \o\ad(非鉄金属製造業,　　　　　　　　　　　)   eq \o\ad(非鉄金属,　　　　　　)
　  　  １６　　  eq \o\ad(木材・木製品製造業,　　　　　　　　　　) 　   木材・木製品　 ２８　　  eq \o\ad(金属製品製造業,　　　　　　　　　　　)   eq \o\ad(金属製品,　　　　　　)
　  　  １７　　  eq \o\ad(家具・装備品製造業,　　　　　　　　　　) 　家具・装備品　 ２９　　  eq \o\ad(一般機械器具製造業,　　　　　　　　　　　)  一 般 機 械

    １８　　  eq \o\ad(パルプ・紙・紙加工,　　　　　　　　　　) 　 eq \o\ad(パルプ・紙,　　　　　　)　 ３０　　  eq \o\ad(電気機械器具製造業,　　　　　　　　　　　)  電 気 機 械
　　　　　　   　  eq \o\ad(品製造業,　　　　　　　　　　) 　　　　　　　　３１　　  eq \o\ad(輸送用機械器具製造業,　　　　　　　　　　　)   eq \o\ad(輸送用機器,　　　　　　)
　　    １９　　　出版・印刷・同関連産業  eq \o\ad(出版・印刷,　　　　　　)　 ３２　　 eq \o\ad(精密機械器具製造業,　　　　　　　　　　　)  eq \o\ad(精密機器,　　　　　　)
　  　２０　　　  eq \o\ad(化学工業,　　　　　　　　　　)   eq \o\ad(化学工業,　　　　　　)　３３－３４  eq \o\ad(武器、その他の製造業,　　　　　　　　　　　) そ  の  他
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　　　(イ)　サービス業中分類
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　　　　番　号　　産　業　中　分　類　　　 略　称　　　番　号　　産　業　中　分　類　　  略　称
　   　７３，７７，７８ 駐車場業、自動車整備業 自動車整備・　　８８　　   eq \o\ad(医療業,　　　　　　　　　)　   eq \o\ad(医療,　　　　　)
       　　 　　  eq \o\ad(機械・家具等修理業,　　　　　　　　　　　)  eq \o\ad(修理業,　　　　　)　　　９０　　  社会保険・社会福祉　　社会保険・
　　   ７５　　　 eq \o\ad(旅館・その他の宿泊所,　　　　　　　　　　　)  eq \o\ad(旅館,　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(社会福祉,　　　　　)
　　   ７６　　　娯楽業（映画業・ビデオ  eq \o\ad(娯楽,　　　　　)　　　９１　　　教              育    教      育
　　　　　　　   製  作  を  除  く  )　　　          　９２　     eq \o\ad(学術研究機関,　　　　　　　　　)　　 eq \o\ad(学術研究,　　　　　)
　　   ８５　　　 eq \o\ad(協同組合,　　　　　　　　　　　)  eq \o\ad(協同組合,　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(機関,　　　　　)
　　　　　　     (他に分類されないもの）
　　　　　　　　　　　　　　 所定内給与


現金給与総額　　　定期給与　　


 超過労働給与


　　　　　　　　　特別給与
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